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平成22年７月21日（水曜日）

午前９時59分開会

会議に付託された議案等

○福祉保健行政の推進並びに県立病院事業に関

する調査

○その他報告事項

・「宮崎県口蹄疫被害義援金」の２次配分につ

いて

・口蹄疫の発生に伴うこころと身体のケアにつ

いて

・北欧諸国における高齢者福祉の状況等につい

て

・諸外国における子ども・子育て支援の状況等

について

出席委員（８人）

委 員 長 中 野  明

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 米 良 政 美

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 黒 木 覚 市

委 員 濵 砂 守

委 員 外 山 良 治

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 高 橋 博

福祉保健部次長
田 原 新 一

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
畝 原 光 男

(保健･医療担当)

こども政策局長 村 岡 精 二

部 参 事 兼
城 野 豊 隆

福 祉 保 健 課 長

医 療 薬 務 課 長 緒 方 俊

薬 務 対 策 室 長 岩 﨑 恭 子

部 参 事 兼
江 口 勝一郎

国保・援護課長

長 寿 介 護 課 長 大 野 雅 貴

障 害 福 祉 課 長 高 藤 和 洋

就 労 支 援 ・
野 﨑 邦 男

精神保健対策室長

衛 生 管 理 課 長 船 木 浩 規

健 康 増 進 課 長 和 田 陽 市

感 染 症 対 策 監 日 高 政 典

こども政策課長 鈴 木 一 郎

こども家庭課長 川 野 美奈子

事務局職員出席者

総務課主任主事 押 川 康 成

議事課主任主事 吉 田 拓 郎

○中野委員長 ただいまから厚生常任委員会を

開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付いたしました日程案のとおりでよろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時59分休憩

午前10時１分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。
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本委員会への報告事項について説明を求めま

す。

なお、委員の質疑は、執行部の説明がすべて

終了した後にお願いいたします。

○高橋福祉保健部長 福祉保健部でございま

す。

それでは初めに、口蹄疫対策について御報告

をさせていただきます。

まず、宮崎県口蹄疫被害義援金についてであ

ります。

５月14日から受け付けを始めました義援金に

つきましては、７月16日現在で20億円を超える

善意をいただいております。県内はもとより全

国から寄せられました温かい御支援に、この場

をおかりしまして厚くお礼申し上げます。

この義援金につきましては、被害を受けられ

ました畜産農家の方々への支援として、７月７

日に第２次配分を決定したところであります。

今後の配分につきましては、配分委員会を開催

して、さまざまな御意見に配慮しながら対応し

てまいりたいと考えております。

次に、畜産関係者等へのこころと身体のケア

についてであります。

現在、各保健所等の相談窓口での対応や個別

訪問の実施、また、保健師等で構成するこころ

と身体の健康支援チームによる電話での聞き取

り調査など、口蹄疫発生に伴うこころと身体の

ケアに関する取り組みを実施しているところで

あります。

今後の対応につきましては、現在の取り組み

状況を踏まえ、関係する市や町への支援などを

実施してまいりたいと考えております。

今後とも、福祉保健部といたしましては、防

疫業務はもとより、口蹄疫からの復興・再生に

向けた対策につきまして、関係部局と連携しな

がら、積極的に取り組んでまいりたいと考えて

おります。委員の皆様の御指導、御協力をよろ

しくお願いいたします。

それでは、お手元の厚生常任委員会資料の表

紙をめくっていただきまして、目次をごらんく

ださい。

本日の説明事項は、報告事項といたしまし

て、福祉保健部の口蹄疫関連の取り組みとし

て、「宮崎県口蹄疫被害義援金」の２次配分に

ついて、口蹄疫の発生に伴うこころと身体のケ

アについての２件を、また、４月の当委員会に

おいて御指示いただきました、北欧諸国におけ

る高齢者福祉の状況等について、諸外国におけ

る子ども・子育て支援の状況等についての２

件、合わせて４件につきまして、それぞれ担当

課長から説明させますので、よろしくお願いい

たします。

私のほうからは以上であります。

○城野福祉保健課長 福祉保健課でございま

す。

厚生常任委員会資料の１ページをお開きくだ

さい。

報告事項１、口蹄疫関連の取り組みについて

の（１）「宮崎県口蹄疫被害義援金」の２次配

分についてでございます。

まず、１の趣旨ですが、４月20日の口蹄疫発

生以来、被害を受けられた畜産農家に対する支

援を行うため、５月14日から義援金を募集し、

県内はもとより全国から多くの義援金が寄せら

れております。６月初旬の１次配分に続きまし

て、今回２次配分を実施したところでございま

す。

２の概要でございますが、（１）のとおり、

７月７日に第２回配分委員会を開催しまして、

（２）配分額のとおり、７億830万円の配分を決
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定しました。

２次配分の内訳は、①の１次配分対象者への

追加配分ということで、口蹄疫が発症した畜産

農家及び口蹄疫ワクチン接種対象畜産農家に対

し、１戸当たり10万円を追加配分を行うことと

し、配分額は１億2,100万円でございます。

②は、今回新たに配分対象としたもので、上

記①を除く移動制限区域内及び搬出制限区域内

の畜産農家を対象とし、１戸当たり10万円とし

ました。配分額は５億8,730万円でございます。

３の義援金総額ですが、７月14日入金確認分

までで20億4,743万6,684円となっており、１次

・２次の配分額の合計９億5,030万円を差し引き

ますと、10億9,713万6,684円が未配分額となっ

ております。

なお、昨日、宮崎日日新聞社より、宮崎県共

同募金会に同社受付分３億8,500万円余りの義援

金の贈呈があり、合計25億455万円余となりまし

た。

２ページに、各市町村ごとの配分対象戸数、

配分額を記載しております。御参照いただきた

いと存じます。

なお、３次配分以降につきましては、再度、

配分委員会を開催し、被害の状況等を踏まえ、

配分対象額等を決定することとしております。

福祉保健課からは以上であります。

○野﨑就労支援・精神保健対策室長 就労支援

・精神保健対策室でございます。私のほうから

は、口蹄疫の発生に伴うこころと身体のケアに

ついて御説明を申し上げます。

委員会資料の３ページをお開きください。

まず、１の目的についてでありますが、畜産

農家を初め関係者の皆様方は、大きな不安やス

トレスを抱え、疲労も蓄積されていますので、

関係する市や町などと連携して、こころと身体

のケアを実施しているところでございます。

次に、２の対応状況についてであります。

まず、（１）の相談窓口での対応としまし

て、４月26日に各保健所と精神保健福祉センタ

ーに相談窓口を設置し、開設から７月14日まで

に29件の相談を受け付けております。

次に、（２）の個別訪問等の実施としまし

て、口蹄疫発生農家に対し個別訪問を実施して

おり、７月14日までに191戸の訪問を終えたとこ

ろであります。

次に、（３）のこころと身体の健康支援チー

ムの活動についてであります。このチームは６

月７日に設置したもので、保健師等９名で構成

しており、口蹄疫発生農家と家畜がワクチン接

種を受けた農家の皆さんに、電話による聞き取

り調査を行っております。調査は関係市・町と

分担して行っておりまして、県が実施を担当し

ます692戸の農家のうち、７月14日までの約１カ

月間で536戸に聞き取り調査を実施し、うち114

戸の農家について何らかの対応が必要と認めら

れたところであります。114戸の内訳としまして

は、医療機関での受診を勧めたものが10件、個

別訪問が必要とされたものが35件、観察あるい

は見守りが必要とされたもの31件、再度の電話

が必要とされたもの38件となっております。こ

れらのうち、緊急にケアが必要と判断された26

戸の農家に対しましては、地元市・町と連携

し、医師や保健師による個別訪問を実施したと

ころであります。

最後に、３の今後の対応についてであります

が、今後も住民への長期的なケアを継続してい

く必要がありますので、健康支援チームの調査

結果につきましては、関係市・町に引き継ぐこ

とといたしております。また、口蹄疫の終息後

には、関係する市・町が調査や研修会、見守り
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活動などを行う場合には積極的に助言するなど

の支援を行うこととしておりまして、引き続

き、きめ細かな心身のケアに努めてまいりたい

と考えております。

障害福祉課は以上でございます。

○大野長寿介護課長 長寿介護課でございま

す。

厚生常任委員会資料の５ページをお開きくだ

さい。

２、北欧諸国における高齢者福祉の状況等に

ついてであります。

資料の内容の説明に入る前に、若干補足して

説明させていただきたいと存じます。

主要先進国の高齢者福祉につきましては、お

おむね３つのタイプに分類されているようであ

ります。まずは、自己責任のもと民間介護保険

により民間の市場原理にゆだねるリベラル型、

アメリカ、カナダ等がこのタイプでございま

す。次に、高齢者福祉は国の責任において行う

北欧型、高福祉・高負担で知られる北欧５カ国

がこのタイプに該当するところであります。最

後に、この中間のタイプになりますが、家族や

職能団体の役割を中心に行うものの、国が補完

していく欧州大陸型、ドイツ、フランス等がこ

のタイプでありまして、日本もこのタイプに分

類されるところであります。福祉先進国として

取り上げられますのは、高福祉で知られる北欧

型でありますので、ここでは北欧諸国における

高齢者福祉の状況等について御説明申し上げた

いと存じます。

資料の５ページに戻りまして、１、北欧諸国

の概要であります。表形式でそれぞれの国の概

要を記載しております。

まず、面積ですが、デンマークは九州程度、

残りの国はほぼ日本と同程度の大きさでありま

す。

一方、人口はいずれも少なく、最も多いス

ウェーデンでも、九州の人口の７割程度となっ

ております。

次に、高齢化率でありますが、いずれの国も

日本より低くなっております。1990年、平成２

年ごろまでは日本のほうが低かったのでありま

すが、急速な高齢化の進行によりまして、現在

では日本のほうが高くなっております。

また、平均寿命も日本のほうが高くなってお

ります。

次に、付加価値税でありますが、日本に比べ

ると最大25％と、いずれの国もかなり高くなっ

ております。

最後に、国民負担率であります。これは、国

民が国に納めるお金、租税とか介護保険料等の

社会保障負担金でございます。この２つの合計

額が国民所得に占める割合を言うのであります

が、いずれの国も日本よりかなり高くなってい

るところであります。

２、北欧諸国における高齢者福祉の概要につ

いてであります。

まず、（１）スウェーデン王国であります。

①のところでありますが、福祉サービスはコ

ミューンで、医療サービスはランスティングで

行われております。下の米印にありますとお

り、コミューンは日本の市町村に相当するもの

でありまして、国内に290団体あります。ランス

ティングは広域的な市町村とでも言うべきもの

でありまして、国内に21団体あります。

６ページをおあけいただきたいと存じます。

②エーデル改革でございます。現行の福祉体

制は、エーデル改革によってもたらされたもの

であります。高齢者が施設に長期間入所するこ

とを改め、自宅で生活できるようにすることを
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目標にいたしまして、1992年―平成４年にな

りますが―に大きな改革がなされました。そ

の結果、コミューンやランスティングでばらば

らに行われていた福祉サービスにつきまして、

身近な自治体であるコミューンが福祉サービス

の全面的な責任を負うこと、これにあわせて、

財源や人員をコミューンに移譲することとなり

まして、現行の体制になったところでありま

す。

③のところでありますが、施設介護から在宅

介護への移行が進められておりまして、24時間

ケア体制の整備を図るとともに、高齢者向け住

宅の建設促進等が行われております。

③のところに表をつけております。高齢者向

け住宅の新築や改築につきましては、１平方メ

ートル当たり、それぞれ日本円にいたしまして

約３万2,000円あるいは２万7,000円の奨励金が

支給されます。日本の介護保険でも高齢者向け

の住宅改修についての支援制度はありますが、

スウェーデンの場合は、新築あるいは集合住宅

も対象とするなど、幅広いものとなっているよ

うでございます。

次に、（２）デンマーク王国であります。

①のところでありますが、福祉サービスはコ

ムーネで、医療サービスはレギオンで行われて

おります。下の米印にありますとおり、コムー

ネは日本の市町村に相当するものでありまし

て、国内に98団体ございます。レギオンは広域

的な自治体であり、道州制に相当するものと言

われておりまして、国内に５団体ございます。

②「脱施設」「住まい化」でありますが、高

齢者が可能な限り地域で生活できるようにする

ことが目標でありまして、24時間ケア体制や高

齢者向け住宅の整備などにより、脱施設、住ま

い化を推進されております。

７ページの表をごらんください。

１日を３つの時間帯に区分しまして、夜間巡

回においても食事介助等を行っており、深夜巡

回におきましては、どうしても必要な医療ケア

などに対応されておるようでございます。ま

た、看護につきましても、すべての時間帯区分

において、口腔ケア、精神的ケア、胃ろうから

の栄養補給等、必要なサービスの提供がなされ

ております。日本におきましても、訪問介護、

訪問看護について、24時間在宅ケアに取り組ん

でおります事業所はあるのでございますが、経

営的な問題もありまして、なかなか広がりが見

られず、今後の課題となっているところであり

ます。

続きまして、（３）フィンランド共和国であ

ります。

①のところでありますが、福祉サービス、医

療サービスは、特にクンタで行われておりま

す。下の米印にありますとおり、クンタは日本

の市町村に相当するものであり、国内に432団体

あります。なお、県に相当するような自治体は

ないようでございます。

②のところでありますが、この国におきまし

ても、施設から在宅へを目標にしておりまし

て、マンパワーの再配置を円滑に進めるため、

介護に関する総合的な職種である「ラヒホイタ

ヤ」を創設するなどの改革を行っております。

②のところにあります表を見ていただきたい

と存じます。ラヒホイタヤは、保健医療部門の

７資格、社会ケア部門の３資格を統合した資格

でございます。これにより、施設等におきまし

ては、人材の確保や配置がより柔軟に行えるこ

ととなり、また働き手にとりましても、就職の

機会が広がるメリットがあるようであります。

最後に、（４）ノルウェー王国であります。
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①のところでありますが、福祉サービス、医

療サービスともにコムーネで行われておりま

す。下の米印にありますとおり、コムーネは日

本の市町村に相当するものであり、国内に434団

体あります。県に相当する自治体としてはフィ

ルケスというのがあるんですが、福祉、医療の

分野における役割は余りないようでございま

す。

８ページをごらんください。

②在宅サービスの充実でございます。この国

においても、施設から在宅へを目標にしており

ます。訪問看護、ホームヘルプ、デイセンタ

ー、巡回家屋管理サービス、安心アラーム等の

在宅サービスの充実が図られているところであ

ります。

次に、３、北欧諸国における特徴についてで

あります。

共通するものといたしましては、受益に見合

う負担をすることについての国民的な合意があ

り、高福祉・高負担に対する理解と信頼が高い

ことであります。

次に、高齢者の介護等については、子供たち

の責任ではなく国の責任、実際の実施は市町村

が担当しておりますけれども、国の責任である

との認識が強いことでございます。国民の間に

おきましては、現行政策への満足感が高く、今

後さらに高齢化が進行しても、今の構造を維持

していくとの意見が強いようであります。

最後に、４、本県の課題と取り組みについて

であります。

まず、（１）課題についてであります。本県

におきましては、北欧諸国以上に高齢化が進ん

でおり、今後とも、要介護認定者数及び介護給

付費等の負担の増加が見込まれております。ま

た、施設介護から在宅介護を進めていく必要も

ございます。これらに対応していく上では、在

宅サービスを初めとする各種サービスの拡充を

図るのはもちろんのことでございますが、介護

予防という観点が重要であろうと考えておりま

す。

（２）取り組みについてであります。今後、

高齢者の社会参加の促進、介護予防対策の推

進、認知症高齢者等への総合的対策の実施、施

設等の整備の支援などに取り組んでまいりたい

と考えております。

長寿介護課からは以上であります。

○鈴木こども政策課長 こども政策課でござい

ます。こども政策課につきましては、諸外国に

おける子ども・子育て支援の状況等について説

明させていただきます。

説明に入ります前に、お手元の資料の確認を

させていただきたいと思います。今回の説明資

料としまして、資料９ページの諸外国における

子ども・子育て支援の状況等について、続きま

して、10ページでございますけれども、別紙１

としまして諸外国における子ども・子育て支援

の状況、あと11ページでございますが、別紙２

としまして政策分野別社会支出の構成割合の国

際比較、これは2005年をベースに一応比較して

おります。最後に、12ページでございますが、

別紙３としまして諸外国の合計特殊出生率を添

付しておりますので、よろしくお願いいたしま

す。

それでは、説明に入らせていただきます。資

料９ページをごらんいただきたいと思います。

まず、１番の比較対象国でございます。

比較対象選定につきましては、日本の現状と

比較できるように、公的な厚生労働省の資料に

基づきまして、北米代表としてアメリカ、欧州

からはフランス、イギリス、ドイツの３国、そ
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して福祉政策が進んでいると言われております

北欧代表としてスウェーデン、そしてアジア諸

国から韓国の、計６カ国を選定いたしておりま

す。

それでは、別紙１、10ページをお開きいただ

きたいと思います。

この表が、Ａ３でつくっておりますけれど

も、各国の状況を比較した表でございます。比

較した項目でございますが、一番左の人口から

年少人口割合、ずっとございますが、最後に少

子化社会に関する国際意識調査（2005年）結果

という10項目について比較をいたしておりま

す。

それでは、それぞれ簡単なコメント等をして

いきたいと思いますが、まず人口についてでご

ざいます。この中で一番人口が多いのがアメリ

カでございまして、３億1,400万余ということで

一番多うございまして、スウェーデン、先ほど

も説明がございましたけれども、一応900万人と

いうことで、これは沖縄を除く九州人口が1,300

万ぐらいですから、これよりも400万程度少ない

人口ということになっております。

次に、年少人口割合についてでございます

が、スウェーデンが25.0％と最も高く、次いで

アメリカの23.2％、日本は13.5％であります

が、これは昭和60年に20％を割り込んで以降、

少子化の影響で年々減少しているところでござ

います。この中でいきますと、諸外国の中でも

ドイツに次いで低い数値となっております。

次の女性の労働力率についてでございます。

スウェーデンが68.4％と最も高くなっておりま

して、次いでアメリカの59.5％ということに

なっており、女性の社会進出が非常に進んでい

るということがうかがえるのではないかと考え

られます。日本は、諸外国の中で最も低く、48

.4％となっておりまして、このあたりが、評価

は別にしまして、なかなか女性の社会進出が進

んでいないのかなというような数字であろうか

と考えております。

次に、合計特殊出生率についてでございま

す。これにつきましては、一部基準年度が異

なっておりますが、日本が1.37という中で、ア

メリカが2.12と諸外国の中で最も高うございま

して、次いで、近年、上昇傾向にある国とし

て、フランス、イギリス、スウェーデンがござ

いますが、その率はフランスが2.0、イギリス

が1.96、スウェーデンが1.91となっておりま

す。一番右の韓国につきましては、日本以上に

少子化が急速に進行しておりまして、現在1.19

までこれは回復した数字でございますけれど

も、諸外国の中で最も低い数字になっていると

いう状況でございます。

ここで、12ページの一番最後でございます

が、グラフを一応添付しておりますけれども、

これが1950年（昭和25年）から2008年（平成20

年）までの合計特殊出生率の推移をグラフ化し

たものでございます。これを見ていただきます

と、アメリカがずっと高水準を維持しているこ

と、フランス、イギリス、スウェーデンが上昇

傾向を示していること、日本、これにつきまし

ては青い折れ線グラフでございますけれど

も、2005年に1.26と最低を記録したところでご

ざいますが、2008年、一番右の、数字は入って

いませんけれども、1.37になったということ

で、若干でありますけれども、低落傾向が一時

的でございますが、歯どめがかかっているとい

うことを示しております。

10ページにお戻りいただきまして、家族関係

社会支出の比較についてでございます。まず、

家族関係社会支出とは、家族を支援するために
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支出される例えば児童手当でございますとか出

産育児一時金でありますとか育児休業給付等の

現金給付、あと保育所あたりの保育サービス等

に係る現物給付、これを総体の支出として算出

したものでございまして、この表では、ＧＤＰ

（国内総生産）比率と、あと100万人当たりの支

出額で比較をしたものでございます。これを見

ていただきますと、ずっと右から３番目のス

ウェーデンが、比率、支出額とも最も高くなっ

ておりまして、次いでイギリス、フランスの順

となっております。日本につきましては、ＧＤ

Ｐ比率で0.81、100万人当たりの支出額で319億

円となっておりまして、こうした欧州の国々と

比較しますと、日本においては４分の１から３

分の１程度になっているということでございま

す。なお、韓国については、ちょっとデータが

ございませんで、ここには記載はしておりませ

ん。

ここで、11ページをめくっていただきます

と、別紙２でございますが、この表はＯＥＣＤ

基準に基づく政策分野別社会支出の構成割合が

どうなっているのかというのをあらわした棒グ

ラフでございます。韓国を除く６カ国の政策分

野別に社会支出の比率をあらわしたものでござ

います。これを見ていただきますと、他国に比

較しますと、日本は一番上でございますが、高

齢者対策費が46.9％と最も高く、この表で、帯

グラフなんですが、茶色で示しておりますけれ

ども、家族関係支出、日本でいきますと4.23％

ということで、この６カ国の中では、アメリカ

に次いで家族関係の支出が低くなっている状況

がうかがえます。

次に、またもとに戻っていただきまして、国

民負担率、先ほども説明ございましたけれど

も、2007年度の国民負担率でございます。これ

を比較しますと、これは国民所得額に対する租

税負担額や社会保障負担額の合計の比率という

ことであらわしておりますが、スウェーデンが

非常に高くて64.8、フランスが61.2％と、非常

に高負担という状況になっておりまして、日本

は39.5％となっております。

次に、その下でございますが、育児休業制度

についてでございます。欧州の諸外国では、こ

れを見ていただきますと、取得可能期間が日本

でいきますと１歳に達するまでになっておりま

すが、それに比べますと取得可能期間が日本よ

り長くて、その間の所得保障内容もさまざまで

ございますが、この中で特にスウェーデン、男

性の育児休業取得率が非常に高いと言われるス

ウェーデンにつきましては、これを見ていただ

きますと、１歳６カ月までの全日休暇でござい

ますとか、８歳に達するまで部分休暇がある等

々、非常に充実した内容になっておりまして、

また、所得保障もそれに対して密接に関連して

おりまして、要するに家族や社会で子育てしよ

うという意識が社会制度として定着し、こうい

う制度が出生率の増加に寄与しているというふ

うに言われております。これに対しまして、一

番左でございますが、日本の育児休業制度でご

ざいます。これまで、子供が１歳に達するま

で、両親のいずれかが、一方が取得可能であっ

たと。さらに、所得保障も50％が給付されてお

りますが、本年６月30日に育児・介護休業法の

改正法が施行されまして、まず事業主には、短

時間勤務制度の義務づけ、あと子供が１歳２カ

月に達するまで、最長１年に限り両親のいずれ

も育児休暇取得が可能になるという法制度が一

応施行されていまして、今後、父親の育児休業

が取得されやすい環境が整備されまして、現

在、特に男性の育児休業は1.23というぐらいに
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なっておりまして、一番の直近の数字でいきま

すと1.72％になっておりますが、今後この環境

が整備されますと、増加していくのではないか

というふうに期待されているところでございま

す。

その下の児童手当制度についてであります。

日本につきましては、本年度から導入されまし

た子ども手当の内容を記載しております。諸外

国の中では、特にフランスを見ていただきます

と、満20歳未満の第２子から―この第２子か

らというのが非常にあれなんですが―高水準

の支給額を給付されておりまして、さらに割り

増し給付もあるということで、さらに支出する

ようなやり方をされておりまして、どちらかと

いえば、出産奨励的な施策を導入されている

と。さらに、子供が多いほど課税額が低くなる

税制制度、「Ｎ分Ｎ乗税制」というのを記載し

ておりますけれども、そういう税制を導入され

ておりまして、出生率の上昇に起因していると

いうふうに言われております。また、イギリ

ス、スウェーデン、ドイツにつきましても、対

象年齢とか給付額の内容も、日本よりも充実し

ている状況でございます。

続きまして、婚外子の割合（2005年）という

のを記載しております。婚外子というのが欧州

諸国では出生率に寄与しているんじゃないかと

言われているところでございますが、これを見

ていただきますと、日本が2.0、韓国が1.5、あ

と諸外国につきましては、一番高うございます

けれども、スウェーデンが55.4という高い率を

示しておりまして、こういうのは、アジアと欧

米諸国は非常に際立った数字を示しておるとこ

ろでございます。これにつきましては、結婚観

とか婚外子を持つ意識等々に対して、国民性の

違いを如実にあらわしているのかなというふう

に考えられているところでございます。

最後に、少子化社会に関する国際意識につい

てでございます。この調査を2005年に、日本、

アメリカ、フランス、スウェーデン、韓国、こ

の中にイギリス、ドイツはちょっと入っていな

かったんですけれども、５カ国が共同して20歳

から49歳までの男女1,000人にサンプル調査をし

まして、それに基づいた結果があります。それ

の中で特徴的な部分をここに記載させていただ

いております。

まず、アメリカでございます。アメリカにつ

きましては、育児支援策につきましては、企業

レベルとか、あと個人であるとか、個人の責任

でとかいう傾向が強い国でございますけれど

も、一方、政府の子育て支援策は非常に限定的

だという国でございます。ところが、国民の意

識の中に、子供を生み育てやすい国だという肯

定的な意見が一応78％という高い水準を示して

いるということでございます。また、フランス

とスウェーデンは、多様なライフスタイルが社

会的に認められていると、個人が伝統的な結婚

制度とかいろんな規範等々に制約されることな

く、自由な生き方を選択できる社会になってい

るというふうに考えられております。

一方、日本や韓国を見ていただきますと、結

婚観や育児に対する性的役割分担の意識が非常

に根強いと。そのために子育てに対する精神的

・経済的負担感が強いと。「子供を生み育てや

すい国ですか」という問いに対して、日本が48

％、韓国に至っては19％と、非常に率が低く

なっています。こういう点を今後ある程度是正

もしくは改定していくことに、今後の出生率の

改善を図るヒントが隠されているんじゃないか

なということで考えているところでございま

す。
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最後に、９ページに戻っていただきまして、

４番の主要国の特徴でございますが、これにつ

きましては、これまでの説明と重複する部分も

あろうかと思いますけれども、一応諸外国の特

徴をまとめております。

まず、アメリカでございます。アメリカは、

子育ての支援は企業レベルを中心に行われてお

りまして、さらに保育サービスをベビーシッタ

ー等々で個人で購入する傾向が強いと。さらに

働き方も多様であると。出産や子育ての後の再

就職もしやすいという環境が整っていると言わ

れております。アメリカは、そういう社会的環

境もあるんですけれども、出生率の高さの背景

には、ヒスパニック系の移民等の出生率が非常

に高いことも一つの要因として影響していると

も言われているところでございます。

続きまして、フランスにつきましては、先ほ

ど説明しましたけど、税制面の優遇策、児童手

当制度の充実に加えまして、妊婦健診等に要す

る費用の実質無償化とか、あと公立学校も無償

であると、総合的な子育て支援政策が充実し

て、それが出生率の上昇につながっていると言

われているところでございます。

スウェーデンです。スウェーデンにつきまし

ては、高福祉・高負担の社会づくりを行ってお

りますけれども、財政的要因から児童手当の削

減とかいう施策を打ちますと、福祉サービスが

抑制されるということの意識があるかもしれま

せんけれども、出生率に敏感に影響すると言わ

れている国でございます。

続きまして、ドイツでございますが、現在、

諸外国に比べ児童手当の給付水準は非常に高く

て、出産費用や教育費が無料になっているとい

うような経済的支援が中心になっておりました

けれども、この中でもなかなかドイツとしても

出生率の向上に結びつかないということから、

近年、一応経済的給付じゃなくて現物給付の保

育サービスの充実とか育児休業制度の改善に取

り組んでいるというふうに言われております。

なお、四角囲みにしておりますけれども、こ

ういうふうに各国さまざまな対策を打っており

ますけれども、特に結婚とか出産行動について

は、その国の長い歴史とか文化とかさまざまな

要因が絡んでいるんじゃないかというふうに考

えています。このため、個々の政策を充実すれ

ば直ちに出生率にプラスの影響があらわれるか

どうかということにつきましては、慎重に検討

する必要があるんじゃないかというふうに考え

ております。

最後に、日本の課題と対応についてでござい

ますが、我が国の課題は、先ほども説明いたし

ましたけれども、子育てに係る負担感とか不安

感とかいうのが非常に高くなっておりまして、

この軽減を図ること、そしてあと、仕事と子育

ての両立支援をやっていくこと、大きくこの２

つに分かれているんじゃないかなというふうに

考えています。このため、子ども手当の創設が

ありましたし、現在、国のほうでは、幼稚園と

保育所を一体化して、すべての家庭が利用でき

るこども園の設置を検討されておりまして、さ

らに仕事と家庭の両立支援として育児・介護休

業法の改正等もございました。等々ありまし

て、今後、働き方の見直しとか子育てしやすい

環境づくりに取り組まれようとしておりますの

で、今後、そういう形でいろいろ対策を打って

いく必要があるんじゃないかなというふうに考

えております。

最後に、本県の課題と取り組みについてでご

ざいますが、本県につきましては、保育所の待

機児童はゼロということでございます。このた
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め、低年齢児から放課後児童対策まで、途切れ

のない多様で質のよい保育サービスをいかに提

供していくかというのが課題になっておりまし

て、このため、国のこうした改革の運営に対し

て柔軟に対応していきまして、次世代育成支援

宮崎県行動計画に基づきまして、宮崎に住んで

よかったと思える施策を一歩一歩進めてまいり

たいというふうに考えております。

説明は以上でございます。

○中野委員長 説明、どうもありがとうござい

ました。執行部の説明が終了しました。報告事

項について質疑はありませんでしょうか。

○丸山委員 義援金のことについて数点お伺い

したいんですが、まず、前回の委員会資料と今

回の委員会資料の中で、委員の名簿を出してい

ただいているんですが、その中で前回の資料を

見てみますと、県共同募金会、県市長会、県町

村会というふうに書いてあった中に、今回の中

に農政水産部の農政企画課長が出ているんです

が、これを入れていただいて、恐らく農家の意

見とかが反映できるシステムになったんではな

いかなというふうに、非常にいいんじゃないか

なと思っているんですが、前回の１回目はどう

いう委員会の構成だったのか、第２回目と違う

のかどうなのか、ちょっとお伺いしたいと思う

んですが。

○城野福祉保健課長 実を申しますと、１回目

も農政企画課のほうに入っていただきまして、

いろいろ御意見を聞きながら協議させていただ

きました。今回も入っていただいたということ

です。

○丸山委員 その配分委員会の中で、どういっ

た意見が出ながら、一番最初は発生農家とか、

我々、１回目のときには、ワクチン農家だけを

まず考えていますというような答弁がいっとき

続いていたと思うんですけれども、第２回目の

委員会のほうでは、発生農家だけじゃなくて幅

広く畜産農家という形に変えましたと、変えて

いただいて本当にありがたかったんですが、変

わった経緯をもう少し説明していただきたいと

思っているんですが。

○城野福祉保健課長 実を申しますと、今、段

階的に義援金もかなり集まってきておりますの

で、配分させていただいておりまして、まずは

一番被害の多い、要するに被害というか直接被

害でかなりダメージの多い、精神的苦痛も多い

殺処分農家ということで、次に制限区域の畜産

農家という形で順次義援金を配分させていただ

いているということです。当然農政のほうから

いろんなお話を聞きまして、そういう制限区域

の方も非常に困っていらっしゃるという話も聞

いておりますので、そういうことでこういう配

分になったということでございます。

○丸山委員 あと、次回の配分が検討しながら

ということだったんですけど、具体的には一応

７月30日で今の義援金の募集が終わるというふ

うに聞いていまして、７月31日からまた別な義

援金という形に変えたいということも聞いてい

るんですが、実際次の委員会は、大体これを見

ますと、あと、今９億5,000万、全体が25億とい

うことでありますと、かなりの額がまだ義援金

として、非常に貴重な義援金が集まっているも

のですから、どういうふうに考えているのかと

いうのをお伺いしたいと思います。

○城野福祉保健課長 先日、第２回のほうで制

限区域のほうを配分させていただきまして、い

ろんな御意見で、制限区域以外も競りがとまっ

て非常に困っていらっしゃるというような話も

聞いておりますし、そのあたりも検討していか

ないといけないというふうに考えております。
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それと、かなり見舞金を配る金額よりも、先ほ

ど申しましたように、25億というような多額に

なりましたので、今後は畜産農家に対して、今

後、復興というか再起するために必要なこと等

にも考えていかないといけないというのは、今

いろんな御意見をいただいているところでござ

います。

○丸山委員 といいますと、義援金という取り

扱いではなくて、復興支援金というか基金とい

うイメージでいいのか、そういうふうになるの

か。その辺がちょっと、義援金という意味合い

と、またそういう復興となると、ちょっと違う

ような気がするものですから、その辺の区別を

お伺いしたいと思うんですが。

○城野福祉保健課長 先ほど申しましたよう

に、多額の額が集まっていますので、基本的に

は畜産農家に配るということだと思いますが、

いろんな畜産農家のために使うことはできない

かということも今後は考えていかないといけな

いのじゃないかというような、我々が最初想定

した額よりもかなり集まって、幅広く考えてい

きたいということでございます。

○丸山委員 といいますのは、畜産農家という

のを、よく議論されている人工授精師さんとか

削蹄師業務をやっているいろんな、具体的に言

うと運送業とかも、直接いろんな、幅広くなっ

てしまうんですよね。その辺まで考えていると

いうのが、どの辺まで考えているというふうに

考えてよろしいでしょうか。

○城野福祉保健課長 今いろいろ御意見を市町

村からも承っています。その中でやっぱり多い

のは、人工授精師、開業獣医師、畜産を扱って

おられる獣医師、それに削蹄師の３つの業種の

方は、畜産農家と一体となって畜産、家畜を支

えているというか、家畜の管理を行っていると

いうようなことで、そういうところにぜひ配分

してほしいというような話は出ております。だ

から、そのあたりも今後の検討しないといけな

い部分だというふうに考えております。

○丸山委員 いろんな意見を聞かれているとい

うことなんですが、そのシステムがどういうふ

うに聞かれているという、システム化されてい

るんでしょうか。例えば市町村のほうにちゃん

とお伺いして意見聴取をやっているのか、関係

団体でやっているかというのが見えないもので

すから、その辺をお伺いしたいと思うんです

が。

○城野福祉保健課長 一つは、市町村のほうに

文書のほうでいただいておりますし、いろんな

場でいろんな要望等も、市長会とか、またいろ

んな会議の中で義援金についてもお話があって

おりますので、そのあたりもお聞きしながら、

この配分委員会でいろいろ協議されてきている

ということです。

○丸山委員 最終的な決定はこの委員会だと思

いますし、実際言ってこれは非常にありがた

い、かつ有効に使ってほしいということであり

ますので、この25億円、まだ今後も集まるん

じゃないかと思っていますが、ほかの部局から

すると、非常にうらやましいぐらいの形じゃな

いのかなと思っていますので、そのかわり、善

意の基金、お金でありますので、有効に使って

いただければありがたいなと思います。それ

と、８月以降の考え方を教えていただきたいん

ですが。

○城野福祉保健課長 実を申しますと、７月30

日で募集が終わりまして、今、関係機関、特に

税の控除の関係があるものですから、そちらと

協議をしているんですが、７月31日以降につき

ましては延長ということで、ただ趣旨を、今、
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畜産農家というような形になっておるんです

が、それに加えて地域経済の復興というような

形も入れながら、今、税務当局とお話ししてい

るところです。だから、趣旨を拡大するという

ような形じゃないと、税の控除とかいろいろや

はり問題があるものですから、そのあたりも含

めていろいろ協議をさせていただいているとい

うようなところです。

○濵砂委員 ちょっと関連で、２次配分額です

が、５億8,700万円、２次配分していますね。こ

れは制限区域内なんですけど、制限区域外との

違いというのはどこ辺で判断されたんですか。

全部牛は太るし競りはない、同じような状況

で、ただ動かせないというだけのもので、この

割合というか、どういう違いがあってこちらだ

けにいわゆるお見舞金を出された、そこが

ちょっとわからない。私もよくほかの畜産農家

から話を聞くものですから。

○城野福祉保健課長 移動制限及び搬出制限と

いうことで、いろいろ農政のほうからお話を聞

きますと、制限区域でも短期間で要するに解除

されたところとか、長期にわたっていろんな制

限があるということで、搬出制限とか移動制限

の中でなかなかいろんな制約があって、また精

神的にもかなり防疫に力を入れられたとか、ま

た出荷の問題とか非常に厳しいというお話を農

政のほうからも聞きまして、ここでまず区域を

分けて配分させていただいたということです。

○濵砂委員 移動制限区域はわかるんですよ、

全部殺処分しましたから、これはお見舞金とし

て当然。搬出制限区域とそれ以外の区域の違い

というのはないんです。何もない。だから、こ

こに先にやったということは、後の対処に―

一番多いですからね、まだ。だから、そういう

のがどう判断をされて、ここに絞り込まれたの

か。第１回目のいわゆるお見舞金は、これは当

然のこととして、みんな認めていると思うんで

すけど。10キロ、20キロ、いわゆる早期搬出区

域ですよね。ここだけに限られたというこの出

し方は後で問題にならんかなと。

○城野福祉保健課長 そういうことで、早期搬

出というか、今回につきましては、制限が入っ

たすべてのところに配分いたしまして、実際に

は全体で１万戸ほどの農家が入るんですが、今

回のを合わせて5,800戸、約6,000戸あたりに、

１次、２次含めて配分させていただいたという

ことで、あと3,000、１万を切るみたいなんです

が、そのあたりは、3,000を超える農家の方に、

今後その辺は考えていかないといけないという

ふうに考えております。

○米良委員 課長、そこあたりが一番我々にも

耳に入ってくることなんです。今、濵砂委員か

ら出ましたけど、25億という義援金が集まると

いうことですが、義援金の趣旨の拡大という話

もありましたけど、恐らく今までの委員会のメ

ンバーを見てみますと、ほとんど行政に携わっ

た皆さんたちですね。これはやっぱりみんな欲

しいんだそうです。風評被害を受けたいわゆ

る10キロ、20キロ圏外の人たち、例えば牛を

養っている農家の皆さん、豚を養っている農家

の皆さんが、全体、県内で幾らか私は知りませ

んけど、そこらあたりから計算していくと、お

のずと後の残った金額の配分方法というのも出

てくるでしょうが、いろんなＪＡの幹部クラス

の皆さんたちをメンバーに入れるとか、養豚組

合の県の会長さんを入れてみるとか、あるいは

和牛の生産組合の組合長さんを入れてみると

か、獣医師さんの代表者を入れてみるとか、い

ろんなそういう団体、20～30になると思います

けど、そこ辺の皆さんの意見も聞く必要がある
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んじゃないかなと思います。それ以外、それ以

上のことは、のどから手が出るほど確かに欲し

いんだそうですよ。だけど、どこにそれを訴え

ていいのやら、結局私たちに内密に話が来るわ

けですけど、きのうも本会議であったじゃない

ですか。どこまでそれを広げて義援金を配分す

るのかという話がありましたけど、課長、そう

いう委員会構成のメンバーをちょっと拡大し

て、参考意見として聞くのもいいんじゃないか

なと思います。そこ辺はどう考えておられるの

か。

○城野福祉保健課長 今、委員の言われたこと

を十分考えながら、いろんな御意見を聞くよう

な形をとっていきたいと思います。配分委員会

に直接入れるかどうかは別として、いろんなお

話は聞きたいと思いますので、よろしくお願い

いたします。

○米良委員 これ以上言いませんけど、さっき

課長も触れられましたように、子牛が生まれ

て、いわゆる一部開けない、開かれない状況で

しょう。だから、そういう被害を20キロ圏外の

皆さんたちも多分に持っているわけです、その

被害として。だから、じくじたる思いが、そう

いうところの皆さんが切実な訴えとして私たち

の耳に入ってくるのはそこだろうと思いますの

で、十分把握していくための一つの場づくり、

そういうのもやっぱりいいんじゃないかなと私

も思うところです。

○黒木委員 同じく義援金のことですけど、市

町村でもそれぞれ配分していますよね。市町村

の額がそれぞれ違うようだけれども、もちろん

集まったお金をどうやって配分するかですか

ら、市町村に集まった義援金ですから、それは

当然違うのかなと思いますけど、どれぐらい把

握されていますか、市町村の配分割合、ちょっ

と教えてください。

○城野福祉保健課長 それぞれ配分されておら

れるんですけど、例えば宮崎市が10万円、日向

市は殺処分農家に５万円と非ワクチン農家に15

万円、高鍋町は10万円、新富町が10万円、木城

町が８万円、川南町が30万円、都農町が10万円

というふうに、それぞれ義援金は県と一緒に配

るところもあるし、川南町さんのように先に配

られたところもあるというような形で、中の要

するに集まった金額によってそれぞれ違っては

きております。

○黒木委員 確かに川南は、ＰＲといいますか

いろんなことで、あそこは一番中心的で、川南

が一番義援金が集まったのかなという気はする

んですよね。ですから、30万町で配っている

と。周辺の都農とか高鍋とかそういうところ

は10万ですよね。隣同士がおるわけですね。境

界というところもほとんど境界線で隣、川南は

町から30万もろうたと、うちは10万げなと、同

じ農家の中でも、そういった不満もちょっと出

てきているなという聞こえがするんですよ。そ

れともう１つ、ＪＡといいますか、こちらから

も配られていますよね。これはどういうふうに

把握していますか。

○城野福祉保健課長 私が聞いたところにより

ますと、川南町のほうで配られたんですけど、

結局全戸までは行き渡らなかったというような

話も聞いておるんですが、その辺は不確かで申

しわけないんですけど、ちょっとはっきり確認

はできていないところです。

○黒木委員 確認して、また教えてほしいと思

うんですが、もう１つ、先ほどから出ておりま

す、10キロ範囲内は全部殺処分もありましたの

で、ワクチン範囲内は１次配分から受けていま

すけど、２次配分のほうの20キロ範囲内、そ
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の20キロと同じ町の中で、例えば市の中で、こ

こまでが20キロですよと、これから20キロ離れ

ていますから、あなたのところは配れません

と、ここが問題なんですよ。例えば大きな都城

市なんかそうですよ。区域が20キロいったら半

分以上は残るんですよね。そういうところが非

常に同じ市の中でも不公平感を感じておると。

同じ苦労をしている、同じ立場なのに何でかと

いうのが出てきておるわけです。だから、ぜひ

そういった不公平感がないような配分、これが

大事かなと。これから、限定されていますよ

ね、目的が畜産農家というふうにありますの

で、それ以外のところ、今なかなか配分ができ

ないというのはあるんですけど、そうであれ

ば、県内全域の畜産農家、本当に今、市も開か

れず、いろんなことで困っているのは一緒、だ

からそこ辺を委員会の中でしっかり踏まえてほ

しいなという気がするんですよ。

それともう１点、税制の問題がさっき出まし

たよね。幾らまでもらったときに課税されるの

か、非常に気になるところですよ、もらう側

も。そこ辺の税務との交渉はどうですかね。

○城野福祉保健課長 まず最初の件ですが、十

分今後、考えてまいりたいと思います。

税制の関係ですが、まず中央共同募金会のほ

うで、事例が、税金がかかったことがあるかと

いうことで聞いたら、いまだかつてないという

ことで、かなり2,000万円程度、死亡の事故なん

ですけど、そういう場合もかかっていないと、

個別税務署の判断ではあるんだけど、一般的に

は原則かからないということで、そういう判断

で我々は今の範囲内では特に問題は生じないん

じゃないかというふうに考えております。ま

た、税務署のほうには、再度、最終的にどの程

度になったかによって、また言ってまいりたい

と思っています。

○黒木委員 25億、まだこれはプラスアルファ

が出てくるだろうと思うんですけれども、畜産

農家だけ、あるいは関連しても、例えば人工授

精師だとか削蹄師だとか、そこ辺まで輪を広げ

ても、人数的にそう多くならない。そうします

と、金額も農家にこれから配分する分のほうが

結構多いわけですから、もっとかなりな金額に

なりはしないのかなという気がするんですよ

ね。どこ辺まで上限を見ているんですか。まだ

そこ辺のところは全然。

○城野福祉保健課長 上限については、まだそ

こまでは考えておりませんけど、一般的な見舞

金ということで、どのように配分するか考えて

いきたいと思っております。先ほど言われた人

工授精師とかいう形は、確かに人数も調べさせ

ていただきましたけど、そんなに多くはないの

で、今後、検討してまいりたいと考えておりま

す。

○図師委員 今も取り上げられましたが、人工

授精師とか削蹄師、直接関連産業と言われると

ころの方々へは、未配分額の部分が支給される

可能性が高いと理解していいですか。

○城野福祉保健課長 そういうところが非常に

要望も多いですし、その辺を考えてまいりたい

ということで、検討されるということで考えて

いただいていいかと思います。

○図師委員 当初私が聞いていたのは、今回の

義援金の集めている目的が畜産農家限定という

ことだったというふうに聞いていたんですが、

そういうふうに柔軟に解釈されるのがいいと思

います。

もう１点、直接関連産業で言いますと、豚の

飼料をつくる業者というほどもないんですが、

それをなりわいとされている方が児湯郡内にい
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らっしゃいまして、この方々も４月以降、全く

無収入の状態が続いていますので、削蹄師、授

精師、そして飼料を製造される会社というか、

それをなりわいとされている方も拾い上げてい

ただきたいというのを一つ要望しておきます。

まだ半分ぐらいしか拠出していないですか

ら、２回目の同じ農家への配分というか、拠出

があるというふうにも考えられるんでしょう

か。

○城野福祉保健課長 これにつきましては、今

後どのようになるか、検討される課題と思って

おります。追加配分につきましてはですね。ま

ずは、先ほど皆様が言われておる、要するに区

域外の農家の方たち、競りがとまっていると

か、そういうのが一番困っていらっしゃる方で

しょうから、そのあたりの畜産農家ということ

をまずは考えてまいりたいと思っております。

○図師委員 では、７月30日までの義援金がそ

ういう形で検討されるということで、それ以降

にまた集まる義援金に関しては、さらなる窓口

の広い柔軟な使い道ができる集め方をされると

思うんですが、やはり今、児湯郡内でもどの自

治体もやっていますプレミアム商品券、これは

非常に地域のお金が回り出すということで、住

民の方も商店街の方も喜ばれていますので、そ

ういうところにも県がお金を、商品券の補助を

各市町村におろしていけるような集め方をされ

るといいんじゃないかなと思うんですが、いか

がでしょうか。

○城野福祉保健課長 復興対策本部のほうで、

今いろんな雇用とか地域経済浮揚のための検討

をされておりますので、そのほうでいろんな検

討がなされるとは聞いております。

○図師委員 幾つも重なっていいと思うんです

よ。そこがやるからそれで終わりじゃなくて、

いかに児湯郡内で経済活性化、県内全域で考え

なきゃいけないんでしょうが、特に今、重点的

には児湯郡ですから、そこには二重三重でおと

していただいてもいいかとは思います。

あともう１つ、これは余談かもしれませんけ

ど、きのうの本会議でもありましたが、義援金

詐欺的な事件が２件ほど起きていたということ

なんですが、これは詐欺では全くないんです

が、個人の農家さんで義援金を募集されている

方がいらっしゃって、その方々のところにも直

接義援金が入っているということを何件が聞い

ているんですが、そのあたりは県は把握されて

いますか。

○城野福祉保健課長 個人の農家への義援金と

いうのはちょっと把握しておりません。

○図師委員 私が聞くだけでも数件ありまし

て、中には数千万単位で義援金を受け取られて

いる方がいる、これは私は直接聞いていません

ので、又聞きですが、そういう方も中にはい

らっしゃるということで、そういう意味での不

公平感が出ているところもあるのかなという心

配をしていまして、もし今後、義援金を２次、

３次的に配られるようなことがあれば、そうい

うところは外していくとか、そういうような配

慮もあっていいのかなとちょっと思ったところ

です。答弁はいいです。

○外山委員 私は全く違う考えを持っているん

ですが、こういういただくお金というのは、な

くなったらそれで終わりと。ありがたみという

ものはあんまり感じない。そこで、特措法23条

との関係、この義援金というものを、本当に今

回の畜産農家が受けた被害というものを、義援

金によってみんな頑張ろうねというふうな思い

で、10円、20円、30円が積み重なって20数億と

なったんだと思います。だから、農政水産部と
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おたくの部で、義援金に対しての仕様、あり

方、これは特措法の23条に、基金積み立てをし

て、一刻も早く再建のためのそういった基金か

ら要望にこたえていくと、そして国、市町村

は100億として、国が50億、これは法律で決めら

れているわけですから、県が義援金を全部充て

る、そういうような話し合い、考えはどうで

しょうか。

○城野福祉保健課長 特措法上の基金につい

て、いろいろ今要望とかしておるということ

で、その内容についても、先ほど復興本部とい

うか、そちらのほうで考えておりますので、よ

く関係部局とも連携をとりながら、いろいろ考

えてまいりたいと思っております。

○外山委員 間接被害と直接被害、両方の農家

が被害額は一緒だと、間接か直接かは別とし

て。直接被害に義援金を渡した、間接被害には

渡さんとなった場合に、これは義援金が悪者扱

いになる、もらわないほうは。これで本当に全

国からいただいた義援金の思いというのは消さ

れていく。そこで、早急に私は国のほうが、今

回、国と県のトラブルなんかで、特措法23条が

ちょっとやばいのかなというような内心不安が

あります。ですから、とにかく県が20億なら20

億積むと、あと国、法律に基づいて早急に基金

の設置を頼むと、これぐらいの思いでやってほ

しいというふうに思いますが、どうでしょう

か。

○城野福祉保健課長 今、県民政策部のほうで

いろいろ基金について検討しておりますので、

そのあたりとも連携していろいろお話を聞いて

いきたいと思っております。

○外山委員 それはわかっているんですよ。福

祉保健部からその申し入れをしないのかという

ことを聞いているわけですよ。

○城野福祉保健課長 福祉保健部のほうから

も、今後７月31日から、そういう復興も含めた

義援金も集めるということで今検討しておりま

すので、協議しておりますので、その皆様の善

意を生かすような形で、そういうことも県民政

策部と話してまいりたいと思っております。

○黒木委員 今、課長、ちょっと確認しておか

んと、これは畜産農家のために義援金というの

は現在は集めているわけですよね。だから、

今、外山委員、我々も賛成なんですよ。やっぱ

り基金だとか、これを何とか使えんかと思うけ

れども、目的がそうであって集めたものだか

ら、なかなかこれをどうやって、知事なら知事

が、いやこれは別な方向にも、基金にも積みま

すよと言うのか、そこ辺ができるのかなと、そ

れができれば、今言うように基金とかそういう

方法はあるんですよ。だから、そこ辺を、知事

判断かもしれないけどもね。商工も今集めてい

ますよね。商工の分は、今言うような基金と

か、そういうことはできると思うんです。それ

とかふるさと基金とか、こういうものは基金積

み立てのほうに完全に回せるけれども、今この

義援金だけが非常に気になるところなんです

よ。ここ辺をしっかり、上司の知事部局等含め

て議論をしていただきたいと思います。

○米良委員 復興のためなら基金ということも

趣旨が通ると思いますけど、義援金ですから、

復興のためと、いわゆる見舞いに値するような

義援金ということからすれば、なじまないよう

な気もする。そこ辺は、ちょっと私たちから言

うのもどうかと思いますけどね。

○高橋福祉保健部長 現在、義援金のほうも25

億円という当初予想もしなかったような金額ま

で全国からお寄せいただいておりまして、私た

ちとしては、義援金の集まりぐあい、あるいは
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被害の状況、そういったことを見ながら、配分

に当たっての検討を進めてきているところでは

あるんですけれども、義援金についての募集要

綱において、口蹄疫防疫活動により影響を受け

た畜産農家の支援を行うためというふうに募集

要綱のほうではしておりまして、配分に当たっ

ては、その趣旨に沿うことが基本だということ

であるんですけれども、寄附をいただいた皆様

の意向、思いとか願いも尊重しながら、迅速

に、また公平に配分することが重要だというふ

うにも考えているところです。ただ、口蹄疫防

疫活動による影響がさまざまな分野に広がりま

して深刻化する中で、寄附をいただいた皆様か

らは、畜産農家へのお見舞いとともに、復興に

役立ててほしいという声も多く寄せられるよう

になってきております。このために、今後の配

分に当たっては、こうした寄附者の意向も大事

にしながら、先ほどから御意見いただいており

ますようなさまざまな御意見も踏まえまして、

配分委員会において慎重に協議し、決定もして

いきたいというふうに考えているところでござ

います。

○濵砂委員 一つ確認させてください。さっき

２次配分額と、２次配分地域が10キロから20キ

ロですよね、削蹄師とか獣医師とかいろんな話

が出ましたね。それも必要だと思うんですが、

それ以外の畜産農家、さっきから出ているそれ

以外の畜産農家の対策をなくしてそっちをやる

と、だから、それはちゃんと順序を間違わんよ

うに。

○城野福祉保健課長 それについては、十分留

意しながら考えてまいります。

○濵砂委員 だから、見舞金としての要素とし

ては、例えば、肥育農家というのは商売でやっ

ているところもあるんですよ。牛を一時期養っ

ておるだけだから。繁殖農家というのは、やっ

ぱり大事に育てて、それを家族同様にして、子

供を取って名前をつけて出すんですよね。そこ

辺の違いというのは、頭数によっても違うし、

それぞれ違うものですから、さっき話が出てい

るように、復興に当たるなら、牛に対して復興

支援ということなら、それぞれまた立ち直ろう

とする人たちに支援をしていくということな

ら、みんな平等になるかなという気もするもの

ですから、十分検討していただきたい。

○丸山委員 義援金について、地元のほうに聞

きますと、この義援金自体は社協を通じて配分

しているというふうに聞いているんですが、全

県下的にそれでよかったのか。例えば、そのほ

かに自治体は、市町村の畜産課なり総務課なり

いろんなところから集まって、どうやってこれ

を義援金ですから効果的にするには、通帳に振

り込むと、基本的にはそれですぐ、これまでの

農協とかそういうところに、ある意味赤字だっ

たのが10万、30万赤字だったのが20万に減るぐ

らいで結局ありがたみがないから、先ほど言う

ようにプレミアム商品券にかえたりとか等、あ

わせて現金を渡すと、いろんな仕組みをやって

いるんですが、どの辺まで把握されています

か、配分の効果的なやり方を。

○城野福祉保健課長 ほとんどが現金で配られ

まして、宮崎市が一度振り込みでされたんです

が、２回目以降は現金でお渡しするという話を

聞いております。商品券でも本人の御了解を得

ればオーケーということで、言いましたら、高

原町と一部なんですが、えびの市と、川南町に

ついては本人の御意思を聞きながらということ

で、そういうことで、一部ですが、それぞれ商

品券で配るということを聞いております。

○丸山委員 改めて確認なんですけど、例え
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ば、恐らく今、全畜産農家１万5,000～6,000戸

だったと思うんですよね。１万3,000だったか

な、全体の数が。今、残りが、配分されたの

が7,000戸ですので、7,000戸ぐらいの農家がま

だもらっていないんじゃないかと思っているん

です。その辺の総数は大体把握されているもの

ですか。

○城野福祉保健課長 2005年の農林センサスな

んですが、そちらのほうで畜産農家戸数という

のが１万1,637ということで、現実はこちらより

も少ないというふうな話は聞いております。そ

の時点での戸数は１万1,637。

○丸山委員 すると、残りは4,000戸ぐらい、全

然まだ今回の義援金とかの恩恵をこうむってい

ないということでよろしいでしょうか。

○城野福祉保健課長 そういうふうに考えてお

ります。4,000戸ぐらい。

○米良委員 これは別件ですけど、３ページで

こころと身体のケアについての御報告をいただ

きましたが……。

○中野委員長 ちょっと義援金のところだけで

いいですか。とりあえず、今それが終わってい

ませんから。

○田口副委員長 ちょっと参考のために教えて

ください。きのうの本会議でもずっと出ていま

すけど、義援金の中で、削蹄師とか獣医師とか

授精師のことが出ていますけれども、もし払う

払わないは別として、対象になる授精師とか削

蹄師、獣医師の数は把握されていますか。

○城野福祉保健課長 畜産農家と重なっている

場合もあるかもしれないんですが、人工授精師

が118名、開業獣医師が68名、削蹄師が112名と

いうふうに把握しております。

○田口副委員長 それは、サラリーマンとかそ

ういうものは除いているということでいいんで

すね。

○城野福祉保健課長 そういうのは除いて、開

業、独立でという形の方たちです。

○中野委員長 義援金については、この委員会

の所管であります。いろんな本当に悩ましい問

題があります。私のほうにも、移動禁止の期

間、牛の子を４頭、親も含めて死なせたと。そ

れで、何でかというと、獣医が来てくれんかっ

たということなんですね。これなんかも本当

に、この間、電話していたけど、県内どれぐら

いあったか一回調べてほしい。例えば、国富、

綾は、県からもらった10万、今度、移動制限、

すると宮崎はすぐ15万だったと電話がかかって

きた。何で宮崎は15万だろうかと。いや、それ

は宮崎市が独自にもらった金をやっちょっと

じゃがと言うたんです。だから、恐らく私は、

この間も言ったように、この義援金というの

は、それぞれ宮崎とかやってるけれども、やっ

たほうとしては、宮崎だけと限定する人はこの

間から言っているように別だけど、とりあえず

市町村ごとにどれぐらい義援金が集まったかと

いうことを含めて、宮崎県としてはこれだけ義

援金をもらいましたという言い方をするべき

じゃないのかなと思うんですね。例えば綾とか

国富なんか少ないです。やっぱり大きいところ

は大きい。その差で、同じ被害を受けて、同じ

中で市町村によってアンバランスが出るという

のは、この義援金で、これはちょっとおかしい

んじゃないかなと。みんな、ここに畜産農家へ

の支援としてと要綱は書いてあるけど、知らな

いけど、やる人はそんな細かいところまではみ

んなわかっていないわけよ、ここで要綱で書い

てあるわけで。それで提案ですけど、これは今

から次々要望が、今委員でもあったように出て

きますよ。これを一つ一つやりよったら大変な
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ことになる。とりあえずは、トータルとしてど

ういうところに配分するかという大局的な整理

をしないといかんのじゃないかな。今言ったよ

うに、一時的にはまず直接被害があった農家の

人、これにみんなやるのか。今言ったように、

制限区域がかかっているところとかからなかっ

たところ、これは全く一緒なんです、農家の被

害というのは。そこ辺も含めてトータル的に、

一人一人意見を聞いておったらしようがないか

ら、大局的にまとめないと、これは本当に後が

うるさくなってくる。ひとつそこ辺を、全体的

に今後この使い道をどうするかというのを、一

回一回出した後にするんじゃなくて、絵をかい

て一回しっかりやったほうがいいんじゃないか

なと私は思います。そういうことで、何かあり

ますか。

○城野福祉保健課長 十分委員長の御意見を参

考に、トータル的な物事の考え方をまとめてま

いりたいと思います。

○中野委員長 義援金ほかの件について。

○米良委員 ３ページでせっかく説明を受けま

したので、ちょっと気にかかるものですから、

不安とかストレスというのが26戸の皆さんから

出てきたと、536戸の中から。ただ精神的なそう

いうものだけを指して説明されたのか。その中

は内容としては、さっきから言うように、にっ

ちもさっちもいかなくなったと、金融の面とか

経済的な面とか、そういうものも含めた26戸の

ケアの部分を指して言われるのか。ただ精神的

な苦痛だけを把握されて説明されたのか。そこ

辺はどう理解しておけばいいですか。

○野﨑就労支援・精神保健対策室長 この26戸

につきましては、こちらから保健師のほうが調

査票に基づきまして、今の体の状態ですとか、

ストレスの状態とか、そういうものを聞きまし

て、先ほど御説明いたしましたけれども、すぐ

に病院に行ったほうがいいというような方と

か、一度、電話じゃなくて直接保健師が行って

話をしたほうがいいというふうに判断された方

々の中で、特に急がないといけないということ

で26戸ということでございまして、主に体と心

に問題がある、そういう方を中心にして、保健

師ないし医師が訪問しているということでござ

います。

○米良委員 念を押しますが、金銭的なそうい

う苦痛というのは、そこでは全く出なかった、

さしてなかったということの理解でいいです

ね、これは。

○野﨑就労支援・精神保健対策室長 心の負担

になった部分が、やはり将来の再建といいます

か、経営がどうなるかわからないので、ずっと

落ち込んでいくというようなことも要因の一つ

としてはあると思いますけれども、直接そのこ

とが原因として訪問したということではござい

ません。

○丸山委員 先ほどの説明では、県の担当して

いる農家が692戸ということだったと思うんです

が、ワクチンと疑似患畜が約1,300戸だというふ

うに記憶しているんですが、どこで役割分担を

決めているのかというのをちょっとお伺いした

いと思います。

○野﨑就労支援・精神保健対策室長 一応発生

農家とかワクチン接種農家の中で、一つの経営

体で幾つか農場を経営されているということが

重複して幾らか農場がありますので、その重複

分を除いてまず数を確定しまして、そのうち、

役割分担と言いましたけど、宮崎市、国富町、

新富町、木城町、都農町については、ここは自

分のところで役場で独自でやりますと、役場の

保健師さんが自分たちで直接やりますというふ
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うなお話がございましたので、県が使用してい

ます調査のシート、それとかマニュアル、どう

いうふうに判断していくかというふうなその判

断基準とか、そういうものをお渡ししまして、

意思の統一を図った上でここについては役場か

ら直接していただいたと。残りの川南町とか西

都市とか日向市とか、こういうものについて

は、県のほうで直接電話で調査をしたと、その

数が692ということでございます。

○丸山委員 そうしますと、全体での調査され

ての数値というのは、どれだけ見守らなくちゃ

いけないとか、先ほど個別訪問しなくちゃいけ

ない報告をもらったんですが、全体での総数と

いうのは把握されているものでしょうか。

○野﨑就労支援・精神保健対策室長 先ほど申

しました数が、これは県が調査した数でござい

まして、今、市と町につきましては、集計を

とっていただいて、これから御報告をいただく

ということになっております。まだ報告が市と

町から出てきていないという状況でございま

す。

○丸山委員 できるだけ早く集約していただい

て、県の技術的なアドバイスが要る案件が

ひょっとしたらあるかもしれないというのがあ

れば、早く集計をしていただいて、どういう調

査だったのかというのは、せっかくチームを立

ち上げているんだったら、やっていただかない

と意味がないかと思いますので、それは早く

やっていただきたいというふうに思っていま

す。

それと、伝わってくる話の中に、だれだれさ

んの息子さんも亡くなったげなとかいうのが西

諸に伝わってくるときがあるんですけれども、

実際、残念ながら口蹄疫が発生した関係で、そ

ういった最悪の事態になったケースがあったの

か、なかったのか、どうなっているんでしょう

か。

○野﨑就労支援・精神保健対策室長 今そうい

う情報については、確認はできておりません。

そういう話は上がってきていないということで

ございます。

○丸山委員 いずれにしろ、最悪のことになら

ないように、今ちょうど大体完全に、まだ恐ら

く今、堆肥とかの処理があって、まだ仕事があ

りますので、心がまだそれにあるんですけど、

ぽかんとあくのが、１カ月、２カ月たったとき

だというふうに思っていますので、そのときが

一番心配なのかなと思っております。今回の資

料なんですけど、こころの支援チームが、設置

が６月７日からおおむね２カ月間というふうに

書いてあり、前の資料には、おおむね３カ月間

置きますというふうに書いてあって、１カ月間

短縮になっているんです。この１カ月間短縮し

たのは、８月以降が一番ぽかんとあいてしまっ

て、ひょっとしたら一番危なくなるような時期

もあるんですが、その辺の考え方はどうなんで

しょうか。

○野﨑就労支援・精神保健対策室長 当初この

チームをつくりましたときは、すべての農

家1,200戸程度なんですが、これもすべて県のほ

うでやるというふうに考えておりましたので、

３カ月ぐらいかかるかなということでしたけれ

ども、このチームをつくりまして調査を始めま

して、関係市町と協議しましたところ、自分た

ちがやるということで先ほどの数、半分になり

ましたので、一応期間を短縮したと。このここ

ろのケアにつきましては、恐らく半年、１年か

けた長期的な対応が必要だろうと。これをいつ

までも県のほうで持っておりますと、なかなか

県の保健師でカバーできる部分がございません
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ので、やはり市とか町とかの保健師さんが、日

常の保健活動の中でケアをしていただくことが

必要じゃないかなと。ですから、できるだけ早

目に、調査の結果については、町の保健師さん

なり市の保健師さんなりにお話をした上で、管

轄の保健所と一緒に訪問をしていく、問題があ

るような方については訪問していきたいという

ふうに考えているところでございます。

○丸山委員 そうであれば、市とか町のほうが

行っているどういう状況なのかというのは、県

のほうで素早く把握していただいて、できるだ

け、本当言えば高鍋保健所とか、そういうのが

中心に今後なっていくんだろうなと、実際の今

後の活動は。だから、これがサポート体制を、

例えばそういう特命チームみたいなのは、今

後、形上はなくなるけど、サポートはしっかり

やっていくということでよろしいですか。

○野﨑就労支援・精神保健対策室長 先ほど26

戸の個別訪問ということでお話を申し上げまし

たが、この中の３戸につきましては、医師の同

行訪問ということで、これは宮崎大学の医学部

のほうに全面的な協力をいただきまして、今、

毎日、輪番制で先生が１人ずつ待機をしていた

だいている。役場から訪問する際に、医師の同

行をお願いしたいということがあれば、すぐ精

神保健福祉センターを通しまして、大学のほう

にお願いしてドクターを派遣していただくと。

ドクターと一緒に保健師に、これは役場の保健

師の方ですが、行っていただいて、そこでドク

ターのほうにいろいろ判断をしていただく。受

診勧奨したりとか、精神保健福祉センター自体

が診療所ですので、場合によっては薬を持っ

て、その場で投薬できるような体制でやってい

くというふうなことで、今、各役場、町長さ

ん、市長さんあてには、こちらから文書で、そ

ういう事例があれば、直ちに精神保健福祉セン

ターに通知していただきたいと。県として、役

場の分はまだ集計しておりませんけど、役場自

体は全部、あるところは２回、今、回っている

という話も聞いておりますので、非常に綿密に

役場のほうで回っていただいております。必要

があれば、先ほど申しましたように、ドクター

の派遣もある。今、県の嘱託医という形で宮大

の先生にお願いしていますので、役場から要請

があれば、直ちにドクターも一緒に派遣できる

ということで、今ケアをしているところでござ

います。以上でございます。

○黒木委員 ５ページからの北欧関係が今報告

されましたけれども、我々も議員でほとんどヨ

ーロッパ、北欧にも行ってきたんですけど、皆

さん方もこれはだれか行かれたんですか。行っ

てからの報告ですか。

○大野長寿介護課長 長寿介護課でございま

す。残念ながら海外には行っておりませんで、

ほぼインターネット情報でございます。ただ、

インターネット情報は、個人的なものが非常に

多うございまして、公的な、オーソライズされ

たようなものが少ないという状況が多うござい

まして、わからない部分も相当あったというこ

とはおわびしたいと存じます。

○黒木委員 私どもも行ってきて、このとおり

だというふうには思うんですよ。日本と違うの

は、やっぱり高負担・高福祉、これは根づいて

いるなというふうに思うんですね。日本の場合

は、今、消費税が５％ですけれども、向こう

は20数％ですよね。ほとんどがそうだった。そ

うしますと、それはやっぱり福祉のほうにかな

り使っているというのはよくわかりました。で

すから、日本にこれを取り入れようとすると、

政権がすぐひっくり返ったり、何か選挙でぼろ
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負けしたり、いろんなことが起こるんですね。

日本の場合、まだなかなかここは定着していか

ないなと。だけど、日本もこのままではいけな

いということは、だれしもわかっているんです

けれども、皆さんがこれを出してきたというの

は、やっぱりこういう方向に日本も行かざるを

得ないのかなという感じがしました。委員長か

らの要望だったそうですけど、これはぜひ我々

も勉強していきたいと思います。

○外山委員 何でこんなものが急に出てきたの

か僕もびっくりしたんですが、ただ、この内容

は雑だなと。私が今から10何年前にフランスに

行ったときに、フランス、ヨーロッパで大猛暑

が続いていた。記憶は定かではありませんが、

約１万2,000人ぐらいが自宅で熱射病で死亡し

た。引き取り手はほとんどいなかった。8,000体

が残った。親子関係は全くない。僕はあの数字

を聞いて今でもびっくりしています。8,000人

が、自分の親が熱中症等で死んでいるのに引き

取らんと、フランス政府が非常に困ったと。そ

ういうことが、日本もヨーロッパ並み、変死体

件数は1,400人ぐらい出るような社会ですから、

日本もそろそろその域に来ているのかなと。だ

から、この資料自体がちょっと乱暴だなという

感想と、障害福祉課長、唯一この一番上の日本

の障がい者福祉予算の4.6％、一番低い、ＯＥＣ

Ｄの中でも低いんですよ。日本の中でも宮崎県

は低いんです。そしたら世界一低いんですか。

ちょっと感想をお願いします。

○高藤障害福祉課長 別紙２の政策分野別社会

支出の構成割合ですね。障がい関係の支出につ

きまして、各国と比べて低いというのはよく言

われていることでして、今後、今、国のほうで

もいろいろ検討されていますけど、ふえていく

ことを期待しております。宮崎県は非常に財政

的に厳しいものですから、もうちょっと何とか

ならないかなとは思っております。

○図師委員 その資料の件で、非常に勉強には

なりますし、私も現地に入って勉強してきた組

の一人なんですが、やはり日本と北欧、何が違

うか。税制が違うというのは明らかで、ただ、

税制をつくっていくのは我々の仕事で、向こう

で勉強しているときに言われたのが、「日本人

がたくさん勉強に来る。でも帰る間際になる

と、おまえたちが必ず言う、同じことを言って

帰る。伝統とか税制が違い過ぎて真似ができま

せんと、見習えませんと。ただ、世界大戦以

降、焼け野原から福祉国家をつくっていった65

年と、原爆を落とされて65年たって経済大国に

なった日本は、同じ時間を過ごしてきたんです

よ。その中で違ったのは、政治家のあなたたち

の判断でそういう国になってしまったんですよ

ね」ということを言われて、本当に痛切にそれ

を感じて、だから、何が言いたいかというと、

間に合うということです。これを見て、もうだ

めだと、とても追いつけんとあきらめるのか、

見習えるところから一つでも何かを得ていこう

とするのか。きょう私はこの資料を見て、この

資料の中から県はこれに重点を置いてやってい

きますよというのが何か出てくるのかなと、す

ごいわくわく感を持って聞いていたんですけ

ど、一応方向性は出ていたんですが、具体性が

ないなと。要は予算がないからと言われればそ

れまでなんですが、そうじゃなくて、県単独で

も例えば森林環境税のような税を新たにつくっ

て、福祉のこの分野に充当しますよとか、予算

がかからない、ここでも出てきます「ラヒホイ

タヤ」のような複合資格というのを県単独でつ

くって、それをまず現場におろしていくとか、

それも国を待たずしてできる、予算もかけずし
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てできるということが幾つかあると思います

し、あと、婚外子が多いという北欧の割合も、

これもただ女性がたくさん婚外で子供をつくる

わけじゃなくて、御存じのとおり、養子縁組の

制度がすごく発達しているんですよね。ですか

ら、アフリカとか北朝鮮からの難民をどんどん

北欧は受け入れている。ただ、やっぱりそこに

は養育費がかからないとか、そういうのが制度

としてあるからというのもあるんですが、だか

ら予算をかけなくてもできる制度づくりという

のはあると思いますので、ぜひこういうすばら

しい資料をもとに、どこかからいいものは抜き

出していくような取り組みを期待しておりま

す。

○丸山委員 その他のその他で、大変申しわけ

ないんですが、義援金じゃないんですけれど

も、見舞金の中で、大雨で、床上以上であると

思っているんですが、先般の大雨等で、全県下

でどの程度見舞金というのが発生したのかとい

うのをお伺いしたいと思うんですが。

○城野福祉保健課長 災害時安心基金というの

であるんですが、今、都城で全壊が２軒、半壊

が２軒、床上が34軒、高原が床上が２軒、小林

が床上１軒あるんですけど、人が住んでいるか

どうかを今確認中ということで、まだ上がって

きていませんけど、今確認中ということで、そ

ういうことになっております。この安心基金の

申請が今、都城、高原から上がってきたところ

です。以上がその状況です。

○丸山委員 だから、いつ安心基金の配分とい

うのはあるというふうに考えてよろしいです

か。

○城野福祉保健課長 実を申しますと、きのう

都城は来たものですから、各市町村も実際に現

場に行って写真とか撮って確認する作業がある

ものですから、で上がって、市町村振興協会の

ほうに基金があるんですけど、そちらのほうに

申し込むと。うちのほうでもあわせて審査をす

るということで、早急に対応していきたいと考

えております。

○丸山委員 ぜひ早急に対応していただきた

い。特に盆前というのは、いろんな必要なとき

でありますので、ぜひ早急にお願いしたいと思

います。

○中野委員長 今後とも、福祉保健部、事業量

は拡大でありますけど、委員会としては結構時

間があるようですので、今後とも、いろんな勉

強資料を要求していきたいと思います。それに

ついては、執行部の皆さんも委員の皆さんも、

今意見がありましたように、建設的な意見をそ

こから醸成してもらえばと思っております。そ

ういう意味での勉強会資料ですので、よろしく

お願いいたします。

それでは、以上をもって福祉保健部を終了い

たします。

執行部の皆様には大変御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時46分休憩

午前11時48分再開

○中野委員長 委員会を再会いたします。

まず、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。

委員長報告の項目として、特に御要望等はあ

りませんでしょうか。

暫時休憩いたします。

午前11時48分休憩

午前11時48分再開

○中野委員長 それでは、委員会を再開いたし
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ます。

委員長報告につきましては、正副委員長に御

一任いただくことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

暫時休憩いたします。

午前11時48分休憩

午前11時52分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

県外調査につきましては、今、御意見が２つ

ありましたので、それをもとに組ませていただ

きます。

日程等については、後日、御連絡いたしま

す。

今、２案を入れるその他については、こっち

で任せてもらっていいですね。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 その他、何もありませんね。

以上で委員会を終了いたします。

委員の皆さん、お疲れさまでした。

午前11時53分閉会




